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○奈良市不妊に悩む方への特定治療支援事業実施規則 

平成28年９月30日規則第60号 

改正 

令和元年８月19日規則第21号 

令和２年10月30日規則第59号 

令和３年３月19日規則第９号 

奈良市不妊に悩む方への特定治療支援事業実施規則 

（目的） 

第１条 この規則は、特定不妊治療については、１回の治療費が高額であり、その経済的負担が重

いことから、特定不妊治療費助成金（以下「助成金」という。）を交付することにより、その経

済的負担の軽減を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において「特定不妊治療」とは、不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精をいう。

ただし、次の各号のいずれかに該当するものを除く。 

(１) 夫婦（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。以下

同じ。）以外の第三者からの精子、卵子又は胚の提供による不妊治療 

(２) 妻が卵巣と子宮を摘出したことなどにより、妻の卵子が使用できず、かつ、妻が妊娠でき

ない場合に、夫の精子を妻以外の第三者の子宮に医学的な方法で注入して、当該第三者が妻の

代わりに妊娠・出産するもの 

(３) 夫婦の精子と卵子は使用できるが、子宮摘出等により、妻が妊娠できない場合に、夫の精

子と妻の卵子を体外受精して得た胚を妻以外の第三者の子宮に注入して、当該第三者が妻の代

わりに妊娠・出産するもの 

（対象者） 

第３条 助成金の交付を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、市内に住所を有し、

次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(１) 特定不妊治療を受けた夫婦であって、特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込み

がないか、又は極めて少ないと医師に診断されたものであること。 

(２) 治療開始の初日における妻の年齢が43歳未満である夫婦であること。 

（対象となる治療等） 

第４条 助成金の交付の対象となる治療は、対象者が特定不妊治療の実施につき、高い技術の下に
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十分な理解と倫理観をもって対処できる医療機関で受けた特定不妊治療（卵胞が発育しない等に

より卵子採取に至らない場合を除き、医師の判断に基づき、やむを得ず治療を中断した場合を含

む。）とする。 

（助成の額及び期間） 

第５条 助成金は、１夫婦における１回の治療（採卵準備のための投薬期間から、体外受精又は顕

微授精１回に至る過程をいう。また、以前に行った体外受精又は顕微授精により作られた受精胚

による凍結胚移植も１回とみなす。次項において同じ。）につき30万円まで（別図のＣ及びＦに

該当する場合は１回の治療につき10万円まで）交付する。 

２ 特定不妊治療のうち精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術（以下「男性不妊治療」

という。）（別図のＣに該当する場合を除く。）を行った場合は、前項の規定による助成金のほ

か、１回の治療につき30万円まで助成金を交付する。 

３ 助成金の通算助成回数は、初回助成に係る治療期間の初日における妻の年齢が40歳未満である

ときは６回まで、40歳以上43歳未満であるときは３回までとする。 

４ 前項の場合において、助成を受けた後に出産したとき又は妊娠12週以降に死産に至ったときは、

当該事実が生じた日以後の最初の助成を初回助成として、同項の規定を適用することができる。 

５ 他の自治体が実施する特定不妊治療に係る助成を受けている場合は、この規則に定める助成を

受けたものとみなし、当該助成の回数を通算して前各項の規定を適用するものとする。 

（助成の申請及び決定） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者は、奈良市不妊に悩む方への特定治療支援事業助成金交

付申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

(１) 不妊に悩む方への特定治療支援事業受診等証明書（別記第２号様式） 

(２) 指定医療機関が発行する領収書の写し 

(３) 治療開始日において、夫婦であることを証明する書類（戸籍謄本等） 

(４) 夫及び妻の住所を確認できる書類（住民票の写し又は戸籍の附票） 

(５) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第４号及び第５号の書類により証する事実が公簿等により確認

できるときは、当該書類の添付を省略することができる。 

３ 第１項の申請は、特定不妊治療が終了した日の属する年度内に行わなければならない。ただし、

当該終了した日が年度末であることその他市長が特別の事情があると認めたときは、この限りで

ない。 
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４ 市長は、第１項の申請があったときは、速やかにこれを審査し、助成の可否及び金額を決定の

上、申請者に通知するものとする。 

（補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、その都度市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第５条の規定にかかわらず、平成25年度以前からこの規則に基づく助成金に相当する助成を受

けている夫婦であって、平成27年度までに通算５年間助成を受けているものについては、助成金

を交付しない。 

３ この規則の施行の日前に対象者がこの規則に基づく助成金に相当する助成を受けているとき

（未交付である場合を含む。）は、当該助成をこの規則に基づく助成とみなし、第５条第２項の

規定は適用しない。 

４ この規則の施行の日前に対象者がこの規則に基づく助成金に相当する助成を受けているとき

（未交付である場合を含む。）は、当該助成をこの規則に基づく助成金とみなして、第５条第４

項の規定を適用する。 

附 則（令和元年８月19日規則第21号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市不妊に悩む方への特定治療支援事業実施規則（以下「新規則」

という。）第５条第４項の規定は、平成31年４月１日以後に開始された男性不妊治療から適用し、

同日前に開始された男性不妊治療については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、現に提出されているこの規則による改正前の奈良市不妊に悩む方への特

定治療支援事業実施規則（以下「旧規則」という。）別記第１号様式の規定による申請書及び別

記第２号様式の規定による証明書は、それぞれ新規則別記第１号様式の規定による申請書及び別

記第２号様式の規定による証明書とみなす。 

４ この規則の施行の際、旧規則別記第１号様式及び第２号様式の規定に基づき作成されている用

紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 
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附 則（令和２年10月30日規則第59号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前のそれぞれの規則の規定に基づき作成されて

いる用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 

附 則（令和３年３月19日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市不妊に悩む方への特定治療支援事業実施規則（以下「新規則」

という。）の規定は、令和３年１月１日以降に終了した特定不妊治療に対する助成金の交付につ

いて適用し、同日前に終了した特定不妊治療に対する助成金の交付については、なお従前の例に

よる。 

３ この規則の施行の際、現に提出されているこの規則による改正前の奈良市不妊に悩む方への特

定治療支援事業実施規則（以下「旧規則」という。）別記第２号様式の規定による証明書は、新

規則別記第２号様式の規定による証明書とみなす。 

４ この規則の施行の際、旧規則別記第１号様式及び第２号様式の規定に基づき作成されている用

紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 
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別記 

第１号様式（第６条関係） 
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第２号様式（第６条関係） 
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別図（第５条関係） 

 


